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・ 調査権（法§100）

・ 請願受理権（法§124）

・ 検査権（法§98①）

・ 監査請求権（法§98②）

・ 調査権（法§100）

・ 議場への出席要求権（法§121）

・ 請願処理報告請求権（法§125）

・ 同意権（法§162等）

・ 不信任議決権（法§178）

・ 承認権（法§179③等）

・ 諮問答申権（法§206②等）

・ 公益に関する事件についての意
見書提出権（法§99）

・ 議員の解職請求（法§80･81）
・ 議会の解散請求（法§76）

・ 議会の招集（法§101）

・ 再議・再選挙の請求（法§176・177）

・ 議会の解散（法§178）

・ 専決処分（法§179・180）

議会

議
決
権

選
挙
権

決
定
権

懲
罰
権

会
議
規
則
制
定
権

自
主
解
散
権

地方議会制度の概要④ ～議会の権限～



○再議とその効果

不信任議決

長の失職

議会解散
新議会による再
度の不信任議決

出席議員：議員の
3分の2以上

同 意 者：出席議員の
4分の3以上

長の失職

解散できる期間：
不信任議決の通知
を受けた日から10
日以内

失職する日：不信
任議決の通知を受
けた日

解散後初めて招集された
議会において
出席議員：議員の

3分の2以上
同 意 者：出席議員の

過半数
(法178①)

(法178②)

(法178②)

(法178②)

失職する日：不信任議決の通知を受けた
日から10日を経過した日

：議会側の手段 ：長側の手段

○不信任議決の効果

○専決処分


